
令和６年度  三次商工会議所 

経営発達支援計画 事業評価書 
 
 

令和６年度の三次商工会議所経営発達支援計画の各事業について、次年度以降の事業の見直し

等につなげるための評価を行った。 
 

 

「令和６年度 三次商工会議所 経営発達支援計画 事業評価委員会」 

⚫ 日 時 令和７年５月２６日(月)１５：００～１７：００ 

⚫ 場 所 三次商工会議所２階第３会議室 

⚫ 出席委員 
 

県立広島大学 名誉教授 藤田  泉 

（有）開成マネジメントサービス 代表取締役・中小企業診断士 塩田 典照 

三次市 産業振興部長 児玉  隆 

三次商工会議所 専務理事 八谷 尚幸 
 
 

● 事業評価基準について 

事業評価にあたっては下記の基準で評価を行った。 
 

評価値 評価基準 

A 十分達成している 

B 概ね達成している 

C どちらかというと達成していない 

D 未達成 
 
 

● 評価結果 

評価者は３名で各事業の評価結果は下記の通り。 

表中の数字は該当する評価を行った評価者の人数。 

評価事項／評価値 A B C D 

1 地域の経済動向調査に関すること 3    

2 需要動向調査に関すること 3    

3 経営状況の分析に関すること 3    

4 事業計画策定支援に関すること 3    

5 事業計画策定後の実施支援に関すること 1 2   

6 新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 3    

7 経営指導員等の資質向上等に関すること 3    



(委員からの意見、コメント等) 

 

委員Ａ 非常に良く活動されている。 

各項目の取組ごとにまとめられていてとても分かりやすいが、各項目の取組の中

に具体的な代表例・問題点を 1つか 2つでいいので記載してもらいたい。 

そうすると事業者とのやり取りのイメージが湧くので分かりやすいと思う。 

各取り組みについて具体的な内容が分からないので、実際にどんな議論をされて

伴走支援をしたのか掴みにくい。 

 

委員Ｂ 定量評価だけでなく定性評価をすることはできないか？ 

 

事務局 国の発達支援計画の評価(目標設定)が定量評価になっている。 

発達支援計画を実施するのに伴走型補助金を利用しているが、この伴走型補助金

の評価基準もアウトプット・アウトカムという実施目標と成果目標の数字での評

価になっている。定性評価の想定がされていない。 

目標・評価を数値化する必要があるので評価資料は定量評価になってしまう。 

また、事業効果は単年度で出ないことも多いので、単年度で定量評価を行うのは

適正な評価測定ができない部分もあるが、経営発達支援計画では単年度での定量

評価が求められている 

 

委員Ｂ 「新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること」は定性的な評価ができている。 

この方が指導の内容的には大切ではないかと思う。 

 

委員Ａ 定性評価と定量評価の両方あったほうがいいのではないかと思う。 

国は定量評価を求めているが、三次商工会議所として独自に定性評価を行うとよ

り分かりやすいのではないか。 

定性評価を行うことで三次という地域としての特徴を捉えられるのではないか、

三次の課題がわかりやすくなるのではないか。 

 

事務局 「新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること」の報告書は取り組みが 1つで

目標設定等が同じなので定性評価がしやすい。事業計画策定等の方向性が多岐に

わたる取り組みでは、(事業者により求めるものが違うため)定性評価が少し難しい。 

 

委員Ａ キーワードでいいので示していただくと取り組みを捉えやすい。経営の支援モデ

ルの 3要素をもとにキーワードを挙げていただくと分かりやすい。 

各取り組みの中に定性評価を少し入れていただくと良い 

 

事務局 来年度はもう少しブラッシュアップした形式で報告したい。 

 

委員Ｂ 事業承継のニーズの掘り起こしをすることは大切だと思う。他にニーズを掘り起

こした事例はあるのか？ 

 

事務局 ニーズ掘り起こしを目的とはしていないが、DXに関する意識調査は行った。 

三次市が主体となり、三次商工会議所・三次広域商工会が協力して実施。 

漠然とした困りごとを発掘することができたが、事業承継のように具体的な回答



は少ない。具体的な支援ニーズ、例えば「インターネットを使いたい」、「イン

ボイスに対応するためＰＯＳレジを導入したい」、「ＳＮＳの使い方、画像編集

ツールの使い方」などの掘り起こしに繋がると良かったのかもしれない 

 

委員Ｂ 具体的すぎるのではなく、少し漠然としていると経営相談等につなっがったのか

もしれない。 

他の地域での事例や課題として、SNS・EC 活用は域外に事業が出ていく。 

地元の事業者はどうするのか。ECに対する備えを持つことが必要だが、基本的に

需要が域外に出る。足元(地元)経済が空洞化していく。 

 

事務局 ネットは距離が関係なく、リアルタイムで世界とつながる。 

需要が域外に出ていくのはたしかに問題である。 

過去にケーブルテレビを活用した買い物実証実験を行った際に、域内の問題点は

浮彫になったが良い解決策がみつからなかった。 

事業として継続するには収益に繋がるかが重要である。 

 

委員Ａ 事業承継・引継ぎに関するアンケート結果について、相談を希望しないが 89％と

かなり多いのはなぜか？ 

 

事務局 当所のような小規模な商工会議所は事業者と距離が近く、経営者の家庭について

も知っていることが多い。「事業承継＝家族」の問題でセンシティブな事柄であ

るため事業者との距離が近いと、どうしても相談しにくいという側面がある。 

金融機関等の方がドライで相談しやすいのではないか。田舎特有の問題でもある。 

 

委員Ａ 農業経済学の専門家なので、農家がまさに事業承継問題に直面していると実感し

ている。農家も同じ事業承継問題で独自経営ができなくなってしまったと思う。 

後継者がいない農家が多い。後継者を整理(後継者の有無)することが事業を整理

(事業承継や大規模化)することや事業計画を立てることにつながる。 

中小規模事業者も同じ状況にあるのではないか。商工会議所として、意識して整

理項目を検討されたらどうか。事業(経営)と家庭(家計)との分け目をどこにするの

か？ 

 

事務局 国の方も事業承継については重要な課題であると認識している。事業者自身が経

営の自走化を目指すよう商工会議所としても積極的に支援は行うが、大前提は支

援機関であり、民間コンサルタントのような経営の代行は行わない。 

 

委員Ａ Iターンや U ターン者(希望者)にアドバイスをすると変わってくるかもしれない。 

事業承継を進めていくにはインパクトが必要。 

 

事務局 商工会議所が連携している「三次市ＤＸコーディネーター」も関東圏から Iター

ンされた方がいる。そのような外部人材と協力できるところは連携していきたい。 

 

委員Ｃ 三次藩札(プレミアム付商品券)の経済効果が想像以上に大きくて驚いている。 

昔からの小規模な商店に効果がよりあればよいと思っていたので、今後もそうい

った調査を行ってほしい。 



事業承継について後継者がいないことは大きな問題である。 

マッチング事業に取り組んでいる自治体もあるので、三次市も取り組む必要があ

るのかもしれない。 

 

委員Ｃ 評価資料「事業計画策定後の実施支援に関すること」のなかで C 評価が付いてい

る項目がある。価格転嫁ができていない業種なのかその他理由があるのか。 

 

事務局 手元に作成元資料がないため、後日回答させていただきます。 

 

委員Ａ 経営指導員等の資質向上等に関することの項目で研修一覧があるが、どの分野の

研修なのかが分かりにくい。研修の一覧について分野を区分して、グルーピング

してほしい。どの分野に重点的に行ったかがわかりやすいように、日付よりも分

野で分ける。 

 

事務局 次年度以降の評価資料に反映させます。 

 

 


